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学校法人関西医科大学（大阪府枚方市 理事長・山下敏夫、学長・木梨達雄）医学部上部消化管外科学

講座（教授・山﨑誠）坂⼝達⾺助教らの研究チームは、同学リハビリテーション学部理学療法学科中野

治郎教授との共同研究で、食道・胃がん手術後の患者さんにアンケート調査を行ったところ、診断時に

就労していた患者さんの約 7 割（胃がんでは約８割、食道がんでは約６割）が術後に復職しており、そ

の約 9 割が術後 6 カ月以内に復職していたことを明らかにしました。本研究の結果により上部消化管が

ん術後の復職の時期や関連因子が明らかとなり、根治手術後の就労を見据えたサバイバーシップ・ケア

（がん診断後の生活を長期的に支える医療・支援）の充実が期待されます。サバイバーシップ・ケアと

は、がん診断後の生活を長期的に支える医療・支援のことであり、具体的には、治療後の症状・後遺症

への対応、再発のチェック、復職支援、心理・社会的支援などが含まれます。 

なお、本研究をまとめた論文が『International Journal of Clinical Oncology』（インパクトファクター：

3.0）に 2026 年 8 月 1 日（土）付で掲載されました。 

 

■書誌情報 
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『International Journal of Clinical Oncology』 
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questionnaire-based observational study 
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食道・胃がん術後の６割超が半年以内に復職 
上部消化管がん術後の復職実態を調査 

【本件のポイント】 

■ 上部消化管がん術後の復職時期や関連因子を解明 

■ 復職者の約９割が術後 6 カ月以内に復職 

■ 根治手術後の就労を見据えたサバイバーシップ・ケア

の充実が期待 
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＜本研究の背景＞ 

がん治療成績の向上に伴い、治療後も生活を続ける『がんサバイバー』、すなわち、がんと診断され、

その後の人生を歩んでいる人々の生活の質をどのように維持するかが重要な課題となっています。その

中でも特に『職場への復帰』は重要な指標の一つです。しかし、食道がんや胃がんなどの上部消化管が

ん手術後の復職については、これまで十分な調査が行われていませんでした。どの程度の患者さんが、

いつ仕事に戻るのか、またどのような要因が関連するのかについては明らかではありませんでした。 

 

＜本研究の概要＞ 

2023 年 8 月から 2025 年 8 月までに、関西医科大学附属病院で食道がん、胃がん、食道胃接合部がん

に対して根治を目的とした手術を受け、術後外来に通院していた患者さんを対象に質問紙調査を実施し

ました。質問紙に回答した 410 名のうち、がん診断時に就労していた 207 名を今回の解析対象とし、質

問紙の回答と診療記録から得られた臨床情報を用いて、復職の実態と関連する要因を検討しました。 

 

＜本研究の成果＞ 

その結果、207 名中 144 名（70％）が調査時点までに復職していました。復職率は、60 歳未満では

76％、胃がんでは 79%、食道がんでは 64%、フルタイム就業者では 78%でした。復職した患者さんは、

復職していない患者さんと比較して年齢が低く、栄養・炎症状態や術後在院日数、勤務形態などに違い

がみられました。複数の因子を考慮した多変量解析では、年齢が高くなるほど復職の可能性が低くなる

関連が認められました。一方、勤務形態を考慮すると年齢との関連は統計学的に有意ではなく、就労・

社会的背景も復職に関係する可能性が示されました。特に、復職した患者さんの約 7 割が術後 3 カ月以

内、約 9 割が術後 6 カ月以内に復職し、復職の多くが術後 6 カ月以内に集中していることが明らかにな

りました。 

本研究の結果から、上部消化管がん術後の復職を支援するうえで、術後 6 カ月以内が特に重要な時期

となる可能性が示されました。この時期は、栄養管理、リハビリテーション、術後症状への対応に加え

て、仕事内容や勤務形態、職場環境なども考慮した支援を検討する重要な時期と考えられます。本研究

の成果は、がん治療後の就労を支えるサバイバーシップ・ケアの充実や復職支援のあり方を検討するた

めの基礎的な知見になることが期待されます。 

 

＜本件研究に関するお問合せ先＞ 

学校法人関西医科大学 

医学部上部消化管外科学講座 助教 

坂⼝ 達⾺ 

大阪府枚方市新町 2-5-1 

TEL：072-804-0101（代表） E-mail： sakaguchi.tat@kmu.ac.jp 


